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研究成果の概要（和文）：本研究は地域在住高齢者を対象に、活動記録手帳を用いた身体・知的・社会的活動の
セルフモニタリングと新規要介護発生の関連を調べることを目的に縦断的観察研究を行った。副次的に、活動の
セルフモニタリングと身体的フレイル、社会的フレイル、認知機能低下の関連を検討した。その結果、活動のセ
ルフモニタリングの継続的な実施は、身体的フレイル、認知機能と保護的に関連し、また新規要介護発生のリス
クを低下させることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study conducted longitudinal observational study aiming to examine the 
association of self-monitoring for physical, cognitive, and social activity with disability onset 
among community-dwelling older adults. Secondary, we examined the association of self-monitoring for
 the activities with physical frail, social frail, and cognitive function. The findings suggested 
continuous self-monitoring for the activities is protectively associated with physical frail and 
cognitive function and reduce the risk of disability onset.

研究分野： 応用健康科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年の介護予防プログラムは、要介護リスク要因を持つ人たちの数そのものを減らす予防的なアプローチが重要
視され、地域特性や人的・社会的資源を活かしながら集団レベルで介入を行うポピュレーションアプローチへの
転換が図られている。専門職による教室指導は人材の確保や教室の場所を要し、状況により制約を受けるもので
あるが、活動記録手帳を用いた身体・知的・社会的活動のセルフモニタリングを用いたプログラムは、直接的な
サポートを必要とせず対象者自らが健康を管理することができ、有効なポピュレーションアプローチとなる可能
性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

わが国は他国と比較して高齢者の人口が急速に増加し、要支援・要介護者の増加に伴う人的、

経済的な介護負担の増大が進んでいる。1950 年に 5％未満であった 65 歳以上高齢者の割合は、

2018 年に 28.1％（3558 万人）まで達し、要支援・要介護認定者は 2017 年現在で 641 万人までに

増加した（平成 29 年 厚生労働省）。一方で、15～64 歳の生産年齢人口は 1992 年をピークに減

少が進んでおり、2017 年度に 120 兆 2443 億円に達した医療、介護などの社会保障給付費を支え

る負担は増す一方である。このような背景から、わが国は要介護者の発生をできる限り防ぐ介護

予防が重要な取り組みの一つとなっている。 

2000 年 4 月に介護保険法が施行されて以降、地域支援事業では健診等で要介護化リスクの高

い高齢者を把握して、専門職により運動や口腔・栄養に関する教室指導が行われてきた（ハイリ

スク・アプローチ）。集合型の運動教室によるものが最も多く、その効果が認められてきた（鵜

川ら, 2015）。そして近年は、リスク要因を持つ人たちの数そのものを減らす予防的なアプローチ

が重要視され、地域特性や人的・社会的資源を活かしながら集団レベルで介入を行うポピュレー

ションアプローチへの転換が図られている。事例としては、活動を担う人材の養成を行い、住民

主体の自主グループ、サロンの設置などが行われている。これまでに検討されたプログラムは、

参加した個人の要介護リスクを低減させることが報告されているが、人材の確保や教室の場所

を要し、状況により制約を受けるものであり、他地域にどの程度一般化できるかは明らかでない

（清野・野藤, 2019）。 

要介護に対する一次予防においては身体・精神・社会の各活動の維持・向上が重要であるが（平

成 21 年 厚生労働省）、健康行動を支援する方法として行動科学の考え方に基づいた行動変容技

法によるアプローチがある。身体活動や食行動の改善を目的とした行動変容技法のシステマテ

ィックレビューでは 26 種類の技法が挙げられており、最も高い効果が報告されているのはセル

フモニタリングであった（Michie S, et al., 2009）。この技法は自身の行為や思考を記録して客観

的に把握することで自身の習慣に注意を向け、行為や思考を調整、統制するというものである。

セルフモニタリングの介入効果は、代表的なものに歩数計の使用による身体活動の増加がある。

歩数計を配付し、目標設定を行った上で毎日歩数を記録する介入方法などがランダム化比較試

験により検証され、ある一定の効果が認められている。8 つのランダム化比較試験のメタ解析で

は、歩数計を使用したセルフモニタリングを行った介入群は歩数が 2491 歩/日増加したことが報

告され（Bravata DM, et al., 2007）、高齢者においても同様の効果が得られている（奥野ら, 2004, 

体力科学; Nicklas BJ et al., 2014）。このように、セルフモニタリングは専門家や直接的なサポー

トを必要とせず、対象者自らが健康を管理するための有効なプログラムとなりうるものである。

これらの知見から、身体活動だけでなく心身の機能維持、向上に寄与する知的・社会的活動のセ

ルフモニタリングを行えば、活動的な生活につながり、要介護発生のリスクを低下させると考え

られるが、これまでにこれらの包括的な活動のセルフモニタリングによる介護予防プログラム

の効果は検証されていない。 

 

２．研究の目的 

以上の背景を踏まえ、本研究は、介護予防のポピュレーションアプローチとして身体・知的・

社会的活動のセルフモニタリングと新規要介護発生の関連を調べることを目的とした。副次的

に、活動のセルフモニタリングと身体的フレイル、社会的フレイル、認知機能低下との関連を調

べた。 

 



３．研究の方法 

（１）対象者 

本研究は愛知県大府市の地域在住高齢者を対象に、縦断的観察研究を行った。2016 年度の高

齢者機能健診の受診者 746 名に、歩数計（HJ-325、オムロン社）と併せて活動記録手帳を配付し

た。活動記録手帳の記録欄は 1 ページにつき 7 日間分、1 冊で 1 年度分の記録欄があり、歩数計

で測定した 1 日の歩数と 6 項目で構成される身体活動（ウォーキング、軽い体操、農作業・庭の

手入れ、運動・スポーツ、家事、その他）、知的活動（読書・新聞を読む、日記、パソコン操作、

数独や囲碁などのゲーム、頭をつかう趣味・活動、その他）、社会的活動（お世話をする、仕事・

ボランティア、人と会って会話をする、買い物・外食など、集まりに参加、その他）の活動有無

をマークシート形式で記録する仕様とした。冊子には身体活動、知的活動、社会的活動の意義を

まとめた資料を掲載しているが、対象者には特別な指導は行わず、大府市内の市役所・公民館等

12 か所に設置した Wi-Fi 対応スキャナより自主的な記録送信を行わせ、データ収集ならびに送

信された記録月の活動状況のフィードバックをした。フィードバック用紙には、歩数に関しては

目標の参考値として対象者の性、年代に応じた平均歩数を記載し、各活動については前月と比較

できるグラフを記載した。活動記録手帳の配付日を起点に 3 年間追跡した。 

 

（２）測定項目 

①活動のセルフモニタリングの実施 

活動記録手帳の配布日以降の記録日数により身体・知的・社会的活動のセルフモニタリングの

実施を評価した。 

 

②身体的フレイル 

J-CHS 基準に沿い、歩行速度低下、筋力低下、身体不活動、疲労感、体重減少の 5 項目により

判定した。歩行速度は、2.4m の測定区間と前後 2m の加速路、減速路を合わせた全長 6.4m の距

離を通常の速さで歩行して測定し、1.0m/s 未満であった場合に歩行速度低下とした。握力低下は、

左右で握りやすい側の手で測定した握力が男性 26 ㎏未満、女性 18kg 未満であった場合に該当

とした。身体活動は「軽い運動・体操を、1 週間に何日くらいしていますか」、「定期的な運動・

スポーツを 1 週間に何日くらいしていますか？」という質問に対し、どちらも“していない”の

回答であった場合に、身体不活動と判定した。疲労感、体重減少は、「（ここ 2 週間）わけもなく

疲れたような感じがする」、「6 カ月間で 2～3kg の体重減少がありましたか」という質問に対し、

それぞれ“はい”または“いいえ”で回答した。5 項目のうち、3 項目以上に該当した場合に身

体的フレイルありとした。 

 

③社会的フレイル 

“はい”または“いいえ”で 5 項目の質問に回答し、「現在、一人暮らしですか？（はい）」、

「誰かと毎日会話をしていますか（いいえ）」、「家族や友人の役に立っていると思うことがあり

ますか（いいえ）」、「昨年と比べて外出の回数が減っていますか（はい）」、「友人の家を訪ねてい

ますか（いいえ）」の 5 項目の質問の中で 2 項目以上の該当により判定した。 

 

④認知機能低下 

タブレット型の認知機能評価ツール National Center for Geriatrics and Gerontology - Functional 

Assessment Tool（NCGG-FAT）を使用して Word list memory, Trail Making Test Part A & B, Symbol 



Digit Substitution test を行い、記憶力、注意・実行機能、情報処理速度の 4 領域を評価した。いず

れかの領域において、年齢に基づいた参照得点より 1.5×標準偏差以上低い場合を認知機能低下

ありと判定した。 

 

⑤新規要介護発生 

大府市の行政情報から3年間、毎月追跡した。新規要介護認定の発生は要支援・要介護のいず

れかの認定を受けた場合に判定した。 

 

（３）統計解析 

身体的フレイル、社会的フレイルおよび認知機能の変化は、ベースライン時点で健常であった

者の変化を解析した（追跡期間 36.0±1.7カ月）。活動記録手帳の 3 年間の記録日数による三分位

群（T1：低値～T3：高値）と各アウトカムの変化との関連を、年齢、性別、教育年数、Geriatric 

depression scale、歩行速度（身体的フレイルに対する解析からは除く）を共変量として投入した

ロジスティック回帰分析により調べた。また、記録日数の 3 分位群の新規要介護発生をカプラン

マイヤー曲線とログランク検定を用いて比較し、両者の関連性を上記の共変量を投入したコッ

クスの比例ハザード回帰モデルにより調べた。 

 

４．研究成果 

活動記録手帳の実施とフレイル状態、認知機能の変化の関連について解析可能であった者は、

身体的フレイルの変化に対して 173 名（平均年齢 78.6±3.2 歳、女性 46.2%）、社会的フレイルの

変化に対して 158 名（平均年齢 80.0±3.3 歳、女性 48.7%）、認知機能の変化に対して 277 名（平

均年齢 79.1±3.4 歳、女性 48.7%）であった。これらの対象者のうち、3 年後の追跡調査時には、

身体的フレイルは 50 名（28.9%）、社会的フレイルは 47 名（29.7%）、認知機能低下は 32 名（11.6%）

が該当した。ロジスティック回帰モデルの結果、身体的フレイルと認知機能低下は、T1 群を参

照とすると T3 群においてオッズの低下がみられた［身体的フレイル: オッズ比（OR）0.20, 95％

信頼区間（CI）0.07–0.63, P = 0.006; 認知機能低下: OR 0.41, 95％CI 0.15–1.11, P = 0.079］。社会的

フレイルにおいては、記録日数の三分位群との有意な関連は認められなかった。 

3 年間の新規要介護発生は、ベースライン時点の要介護認定者、追跡期間中の死亡・転出の者

を除外して 638 名（平均年齢 79.2±3.5 歳、女性 48.1%）が解析可能であり、追跡期間中に 109

名（17.1%）が新規要介護認定を受けた。活動記録手帳の記録日数と新規要介護発生のカプラン

マイヤー曲線を図 1 に示す。ログランク検定の結果、各群の間に累積生存率の有意差が認めら

図 1 活動記録手帳の記録日数の三分位群と 
新規要介護発生のカプランマイヤー曲線 



れ、記録日数が多い群ほど新規要介護発生の累積生存率は高かった（すべて P < 0.05）。コックス

の比例ハザード回帰モデルの結果、T1 群を参照とすると、T2 群、T3 群ともに有意なリスクの低

下が認められた［T2 群: ハザード比（HR）0.60, 95%CI 0.40–0.89, P = 0.012; T3 群: HR 0.14, 95%CI 

0.07–0.30, P < 0.001］。ベースライン時点で既に要介護状態に近かった者として、追跡 1 年（12 か

月）以内に新規要介護認定を受けた者を除外した 23 名を除いた解析（ラグアナリシス）におい

ては、T3 群において有意なリスクの低下が認められた（T2 群: HR 0.66, 95%CI 0.42–1.03, P = 0.069; 

T3 群: HR 0.14, 95%CI 0.06–0.32, P < 0.001）。 

活動記録手帳による身体・知的・社会的活動のセルフモニタリングの継続的な実施は心身機能

を維持し、新規要介護発生のリスクを低下させることが示唆された。先行研究よりこれらの活動

が身体機能や認知機能に保護的に関連し、新規要介護発生のリスクを低下させることは報告さ

れているが、セルフモニタリングにより同様の結果が得られた報告は見あたらない。包括的な活

動のセルフモニタリングを用いたプログラムは、介護予防に有効なポピュレーションアプロー

チとなる可能性がある。今回の解析結果においては、比較的健康な者が活動のセルフモニタリン

グを実施し続けたことにより、新規要介護発生と保護的な関連がみられたことも考えられる。そ

のため、今後の研究においてはサンプル数を増やし、年齢や健康状態等の対象者特性が近い活動

のセルフモニタリングの実施群と非実施群を設定して、活動のセルフモニタリングが新規要介

護発生のリスク低下に寄与するのかを検証することが必要である。 
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